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論文 梁端ヒンジリロケーション機構を形成する高強度ＲＣ造骨組に関す

る実験的研究 
 

太田 行孝*1・竹中 啓之*2・濱田 聡*3・和泉 信之*4 

 

要旨：本研究は，梁端部に機械式定着した梁主筋を追加配筋するとともに，梁端部に機械式継手を配置し梁

端部の主筋を高強度化することにより，降伏ヒンジを柱際の梁端から離した位置に計画した高強度 RC 造骨

組に関する実験的研究である。実験では十字型高強度 RC 造骨組試験体 2 体を対象として多数回繰返し載荷試

験を実施した。その結果，梁端部の補強により梁主筋の塑性化とひび割れの進展をヒンジ計画位置に集中さ

せ，柱際の梁端から離した位置に降伏ヒンジを発生させることが可能であることを検証した。   

キーワード：ヒンジリロケーション，高強度コンクリート，高強度鉄筋，骨組，機械式継手 

 

1. はじめに 

鉄筋コンクリート（以下，RC）造梁部材において地震

時に降伏ヒンジを柱際の梁端から離した位置に発生させ

てエネルギー吸収させる崩壊機構（以下，梁端ヒンジリ

ロケーション機構）がある。本機構により，梁の降伏ヒ

ンジ発生後の繰返し変形による柱梁接合部の剛性・耐力

低下が抑制され、梁主筋の抜け出し等による復元力特性

の劣化が改善されるため，川野らの研究 1)等が報告され

ているが，高強度材料を使用した事例は殆ど見られない。

本研究では，梁端部に機械式定着とした梁主筋を追加配

筋するとともに，梁端部に機械式継手を配置し梁端部の

主筋（以下，梁端主筋）を高強度化することにより降伏

ヒンジを柱際の梁端から離した位置に発生させるよう計

画したことを特徴とする高強度 RC 造骨組の部分架構試

験体（以下，ヒンジリロケーション骨組試験体）の多数

回繰返し載荷試験を実施し，その構造性能を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体概要 

 試験体は約 1/2 縮尺の十字型ヒンジリロケーション骨

組試験体 2 体であり，梁に柱際から梁せい程度までの領

域を補強した梁端補強部を設けている。HRPC35 は梁端

補強部の幅が梁幅と同幅であるのに対し，HRPC34 は梁

端補強部を梁幅よりも拡幅して耐力・剛性を向上させる

ことで，より確実に梁主筋の塑性化とひび割れの進展を

ヒンジ計画位置に集中させることを意図している。ヒン

ジ位置を柱面から移動するため，両端部を機械式定着と

した梁主筋を梁端補強部に追加配筋し，梁端主筋には高

強度鉄筋（USD685）を使用している。梁主筋の接合に

は機械式継手を使用し，上端主筋はスリーブ継手，下端

主筋はねじグラウト継手により接合している。コンクリ

ートの設計基準強度は梁が 60N/mm2であるのに対し，柱，

柱梁接合部及び梁端補強部には 80N/mm2 を使用してい

る。また，左側梁端補強部のみ鋼繊維（体積比 0.5％）を

混入させている（図－1，表－1，表－2）。 
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図－1 試験体概要図 
(a)HRPC34 (b)HRPC35 
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2.2 実験装
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3. 実

3.1 

 図

とも

力時

曲げ

置の

面に

は 1

時に

れな

錘型

HRP

耐力

柱と

とし

ヒン

3.2

 図

1/50

1/20

置に

過程

壊が

は，

く，

と H

ト） 

1/800(1)

1/400(2)

1/200(10)

実験結果 

実験経過およ

図－4 に各試験

もに破壊形式は

時に梁に曲げひ

げひび割れが生

の梁主筋が降伏

において微小な

1/100rad ピーク

に最大耐力とな

なかった。1/20

型履歴ループ

PC35 試験体は

力を発揮した。

と柱梁接合部の

した梁主筋の追

ンジリロケーシ

破壊性状 

図－5 に各試験

0rad，1/25rad

00rad 繰返し載

に微小な割裂ひ

程で，梁部のせ

が見られた。梁

コンクリート

鋼繊維による

HRPC35 試験体

図

1/150(10) 1/100(1

よび荷重変形関

験体の荷重―変

は梁曲げ降伏先

ひび割れが生じ

生じた。1/100r

伏し, 梁端補強

なずれ変形が生

ク時，HRPC35 試

なり，1/33rad ま

0rad の大変形

を示した。梁

は，拡幅のある

ひび割れの進展

のひび割れは終

追加及び梁主筋

ション機構が形

験体の層間変形

時における試

載荷の過程で梁

ひび割れが生じ

せん断ひび割れ

梁端補強部のか

トに鋼繊維を混

る補強効果が見

体の損傷状況は

図－3 載荷スケ

図－2 載荷
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傾向を示した。 
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3.3 ひび割
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4. 実験結果
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5 まとめ 

梁端部に機械式定着した梁主筋を追加配筋すること

及び梁端主筋を高強度化することによりヒンジ位置を梁

端部から離した位置に計画したヒンジリロケーション骨

組試験体の多数回繰返し載荷試験を実施した。本実験の

範囲内であるが，以下の知見を得た。 

1）HRPC34 試験体では 1/100rad ピーク時，HRPC35 試験

体では 1/50rad ピーク時に最大耐力となり，1/33rad ま

で顕著な耐力低下は見られなかった。 

2）曲げ降伏後における梁の曲げひび割れ幅は，ヒンジ位

置のひび割れ幅が梁補強端部に比べて顕著に大きい。 

3）梁主筋降伏後においても主筋の塑性化は梁端主筋へ進

展せず，ヒンジ位置に集中した。 

4）梁端補強部幅を梁幅とした HRPC35 試験体は，拡幅

した HRPC34 試験体と荷重－変形関係，損傷状況およ

び梁主筋ひずみ分布等においてほぼ同等の性状を示

した。 

5）ヒンジリロケーション骨組の最大耐力は RC 規準によ

る略算式から求めた梁曲げ耐力によって精度良く算

定できた。 

6）梁端部の拡幅の有無に関わらず，梁端部の補強により 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

梁主筋の塑性化とひび割れの進展をヒンジ計画位置に集

中させ，梁端部から離した位置に降伏ヒンジを発生させ

ることができた。 

今後，梁端補強部の曲げ余裕度やヒンジ位置の損傷を

緩和する方法等について報告する予定である。 
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図－13 梁主筋ひずみ分布（正加力時） 

(a)HRPC34 (b)HRPC35 

 

- 252 -


